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【論　　説】
流域環境マネジメントを進める補完性の原理の考え方
―鶴見川流域の政策実践をふまえて
千葉大学大学院人文社会科学研究科　特別研究員　
角田　季美枝
１．はじめに―課題設定と主な構成
　日本では政権交代以降、地方分権推進のみならず事業仕分け等によって行政
の仕事の質量の見直しが積極的に点検・評価されるようになっている。基本の
論調は小さな政府、地域主権という方向性であるが、河川や丘陵のように、複
数の行政界にまたがるような自然環境のマネジメントにおける行政の仕事のあ
り方、政府間連携、政府と政府以外の主体の連携についての言及はほとんどみ
られない。
　一方、地方分権推進の検討においては、国、広域自治体、基礎自治体の関係
（構造）を垂直から水平にする権限委譲の根拠として「補完性の原理」が出され、
それぞれの行政区域内で完結しているところはそれぞれが管理することを主張
している。
　河川の場合、とくに現在国が管理している「一級水系」の場合、「それぞれ
の行政区域内で完結しているところをそれぞれで管理する」となると、それま
で水系一貫管理でおこなわれていた治水対策はどうなっていくのだろうかが懸
念される。ことに近年、局所的な集中豪雨によって、外水氾濫という川の水が
あふれる従来型の水害ではなく、内水氾濫という川の水があふれていないのに
街で水があふれるタイプの水害が増大している。したがって河川が行政の区域
内で完結しているかいないかをクライテリアにするのではなく、現実の環境影
響に対して被害を少なくするような政府間関係のあり方を検討し、「補完性の
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原理」について垂直の関係を否定する根拠としてのみ持ち出すのではなく、大
きな政府の介入には積極性と消極性との双方があるという本質に立ち戻った議
論をすべきではないだろうか。その際、自然環境のマネジメントにおいては行
政区分のみならず、「自然の単位」によるまとまり（たとえば流域）で管理す
る有効性、効率性などを考えることは必須である。
　2011年３月 11日、東日本大震災が原因でおこった東京電力福島第一原子
力発電所事故によって、放射能汚染物質が水などの環境媒体を通して拡散した。
福島から遠く離れた東京都金町浄水場の放射能汚染で判明したように、環境中
の挙動を、水の流れに関していえば「流域」単位でみていくことの重要性をあ
らわにした。地方分権推進であっても、自ら所管する行政界だけではなく環境
の連続性から「自然の単位」を射程にいれた汚染の予防を考えていく必要性が
あるのである。
　このような流域単位で考えてみようという視点は、生物学者の岸由二が提
唱・実践する「流域思考」の視点である（岸 1994, 1996, 2002, 2005a, 2005b, 
2005c, 2006など）。岸は「流域地図を共有し、安全・安らぎ・自然環境・福
祉重視の川づくり、まちづくりを通して、自然と共存する持続可能な流域文化
をめざす」を理念に掲げる、「鶴見川流域ネットワーキング」や三浦半島小網
代流域の保全活動をすすめる「小網代野外活動調整会議」などの代表をつとめ、
大地の入れ子構造を枠組みとする文化活動を展開している。
　「流域」のような「自然の単位」に注目した研究は、森林管理、資源管
理、環境経済、河川管理、都市計画、防災などさまざまな領域でなされている
（Brunchorst2000, 木平編 2002, 石川・吉川・岸編 2005, ヒール 2005, 辻本編
2008, 和田監修 2009など）。そのなかでも岸の「流域思考」はさまざまな流域
の定義、特性をいちはやくもっとも包括的に紹介している 1。さらに、流域に
1 「流域思考」という言葉こそ使っていないが、このような着想は 1968年に公表
されたエッセー「八景島の自然誌」にすでに見ることができるように思われる（岸
1994に所収）。
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注目することが、地域だけではなく地球規模の問題にも対応しうるとして理論
を展開している。
　たとえば岸（2002）では、流域を「流域は、雨水が水系に集まる範囲と定
義される大地の領域である。」（岸 2002：70）と紹介し、流域への多彩な期待
をふまえて、流域の基本的特性を①雨が水系に集まる領域、②水循環の基本単
位、③まとまりのよい生態系、④大地の地図の基本単位、⑤自然の住所の基本
領域と整理する。また、内外の政策実践事例を示しつつ、流域に寄せられる期
待を①河川管理の枠組みとしての流域、②生物多様性保全の計画枠組みとして
の流域、③地域政策統合の枠組みとしての流域、④都市計画のベースマップと
しての流域配置図の４点にまとめている。さらに、独自の期待として⑤流域に
着目した市民活動による新たな地域文化的次元への期待、⑥生態文化複合育成
の揺籃の２点を加え、「地域的なランドスケープの協同的な把握を共有し、安全、
安らぎ、自然環境重視の地域文化をめざす学習・創造プロセスが、行政区画の
抽象的な空間把握に基づく地域文化と相補的に共存するかたちで、あらゆる地
域に工夫されてゆくことは、自然と共存する持続可能な未来を開く決定的な文
化要素の一つと思われる」（同上：76）と指摘している。
　最近では、養老孟司との共著（2010）で、「生きものの体の単位が細胞で、
細胞がわからなかったら生物が分からないのと同様、大地のことを知るために
は、その構成単位である〈流域〉のことを知らなければならない」（養老・岸
2010：69）など、流域思考の必然性や重要性について、地球環境危機や地方
分権の動向どもふまえて語っている。また、日本列島が 109の一級水系の流
域でほぼ網羅されている地図も掲載され、流域単位というイメージを喚起して
いる（同上：70-71）。
　小論は、この岸の「流域思考」の枠組みを基本視点として、今後の地域の環
境マネジメントを考察する試みである。具体的には流域の入れ子構造と行政
の入れ子構造を調整して管理する根拠として、「補完性の原理」が使えないか。
なぜならスケールの問題と階層の問題双方を扱う原則だからである。それを鶴
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見川流域を事例にして考えてみたい。
　日本においては国際河川はないので、河川管理を考える際、日本国内の事情
だけで考察可能である。もっとも上位の政府は国家政府である。国家政府と広
域自治体、基礎自治体の三層がかかわる流域で、流域管理が成功しているとみ
なされる事例をふりかえり、成功している要因がわかるのであれば、失敗した
事例の政策転換の参考や今後流域管理に取り組む事例の参考例としうると思わ
れる。
　そこで本稿においては、以下のように構成を考える。まず補完性の原理とは
何かについて、補完性の原理の発祥の地である欧州で、補完性の原理がどのよ
うに取り上げられてきたかを概観する。次に、日本において地方分権推進、環
境法や環境政策でどのように認識されているのかをみていく。ただ、なぜその
ように認識されているのかという点は、本稿では本題ではないので取り上げな
い。そして、実際に複数の行政界をまたがる流域管理の事例をみていくために、
東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、町田市、稲城市に流域がまたがっている
鶴見川をとりあげる。国が管理する一級水系の総合治水対策で、唯一成功して
いるといわれる事例であるからである。
　鶴見川流域の政策実践については、治水、河川の水質（下水道対策）、緑地
保全について簡潔に政府による管理の歴史をふりかえるとともに、筆者が博士
論文執筆の際におこなった流域自治体職員への質問票調査の結果の概要も紹介
する。
　なお、流域管理とは河川管理とは異なっている。河川法では河川空間を対象
としており、河川の流域全体の管理を規定していない。流域とは分水界で囲ま
れる大地全体であり、流域管理とは河川空間のみならず流域全体の空間の管理
である。また、治水は環境政策ではなく防災政策であるという指摘もあるが、
環境マネジメントは日常時だけではなく非日常時、緊急時もあわせて検討する
のが一般的であるため、緊急時対応も射程に入れて環境政策に含めることは妥
当であると考える。
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２．補完性の原理とは何か
（１）補完性の原理を議論する視点
　補完性の原理は、一般には「より住民に身近な政府が実施できない場合は、
より『上位』の政府が補完する」、「住民に身近な政府が実施できる場合は大き
な政府は介入すべきでない」とされている（後述）。それは、補完性の原理を
説明する場合に代表的に紹介されるのが、以下のローマ法皇ピウス 11世の社
会回勅（1931年５月 15日）であることによる。
　「個々の人間が自らの努力と創意によって成し遂げられることを彼らから奪
い取って共同体に委託することが許されないと同様に、より小さく、より下位
の諸共同体が実施、遂行できることを、より大きい、より高次の社会に委譲す
るのは不正であると同時に、正しい社会秩序に対する重大損害かつ混乱行為で
ある」というものである。ちなみに、社会回勅とは、社会秩序の基本問題を扱
う教会の社会教説である（澤田 1992：31）。
　しかし、補完性の原理の思想的系譜でいえば、ピウス 11世の社会回勅はそ
のひとつのある結節点であり、補完性の原理の可能性をみるには、とくに日
本において補完性の原理の議論を活発にするには、思想的系譜を辿る必要があ
る。思想的系譜は本稿の本題ではないが、①モーゼの十戒以降のカトリック社
会倫理、②自由主義、③連邦思想の３つと紹介する説（籾山 2002：３）、カト
リックは他のアクターに遅れてこの概念を取り入れ、明示的に原理として示し
た説（遠藤 2003b：255）、17世紀初頭に活躍したエムデン市の行政官アルト
ジウスの重層的な政治体の補完的共存に根ざした思想に注目する説（たとえば、
ヒューグリン 2003，遠藤 2003a，2003b，関谷 2007）など、さまざまある。
　また、大きな「政府」の介入の限定の原理、介入の肯定の原理とふたつの
顔をもつ、「無原則な原則」ともいわれる原理であるがゆえに、介入の線引き、
適用対象の主体などをめぐって、学術界に限らず幅広く論じられている（遠藤
2003b：254）。
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　これらの議論に共通している点は、補完性の原理がヨーロッパの社会思想で
あること、主体として国際機関、国家政府、地方政府、NGO/NPO、家族など
の人間集団、組織を取り上げていることである。ちなみに、1992年に締結さ
れたヨーロッパ連合設立条約（マーストリヒト条約）の前文では、「その連合
においては、補完性の原理に従って可能な限り市民に近いところで意思決定を
行うこととし」、とあり、マーストリヒト条約締結と同時に改正された EC共
同体条約では、一般原則のひとつとして「排他的権能に属さない分野に関して
は、共同体は、補完性原理に従い、提案された行動の目的が加盟国によっては
十分に達成されず、さらにそれゆえ、提案された行動の根拠ないしは効果の点
から共同体の方はよりよく達成できる場合にのみ、そしてその限りで行動する」
（第３条ｂ；現在第５条）とされている。
　「補完性」は語源的にはラテン語の subsidiumにさかのぼり、元来「予備」、
「予備軍」を意味している。「予備」という語感は正規のものが前提であること、
正規のものが機能しづらくなったときに補助的に投入されるという状況をイ
メージできる（遠藤 2003b：253-254）。また、ここからは身近さ（近接性）のニュ
アンスは感じられない。したがって、先述した一般的な解釈にある「住民に身
近な」、あるいは EC共同体条約の「市民に近い」は、補完性原理の歴史的展
開のなかで付与されたといえよう。
　なお、補完性の原理をめぐる幅広い議論をどのように見ていくべきなのかと
いう規範的な視点の獲得には、遠藤（2003b）の意見が参考になる。遠藤は補
完性が「原理」、「原則」として一本立ちする理由について、この原理の核心は
どの単位もが絶対化せず、それぞれの存在事由を全うしながら、役割分担をす
るという構成原理にあり、補完性はなにをも許容するファジーな原理ではなく、
なによりも単一不可分な主体に責任と決定を一元化する主権原理と正面から衝
突しうるような、いかなる主体の絶対化をも突き崩す概念と述べている（遠藤
2003b：262-263）。また、補完性は、何が正規で何が補助かは杓子定規的に決
められるものではなく、その時々の政治的文脈により、その意味で、補完性は
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「本質的に争われる essentially contested」概念とする（同上：254）。
（２）日本の地方自治の原則における補完性の原理の位置づけ
　まず、地方自治法の内容を見ておこう。第一条の二２項には国と地方の役割
分担が規定されている。「住民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆだ
ねることを基本として、地方公共団体との間で適切に役割を分担するとともに、
地方公共団体に関する制度の策定及び施策の実施に当たつて、地方公共団体の
自主性及び自立性が十分に発揮されるようにしなければならない。」（傍線引用
者）とあり、傍線で強調したところが、地方分権推進論者から補完性の原理と
される個所である。
（３）日本の環境政策研究における補完性の原理の位置づけ
　環境法と環境政策の主要な著作では、補完性の原理はどのように位置づけら
れているだろうか。刊行順にみてみよう。
　大塚（2002）では、環境法の原則は「第３章　環境法の基本理念・原則、
各主体の役割」で紹介されている。理念として「持続可能な発展」、「環境権」、
原則として「汚染者負担原則」、「予防原則」、「協働原則」が取り上げられ、歴
史的発展や法体系における位置、解釈の相異、実施の方式について簡潔に述べ
られている。そのうえで環境法における各主体の役割についてふれている。
　次に、交告・臼杵・前田・黒川（2005；以下交告ら 2005）『環境法入門』
においては、「第４章　環境法の異本原則」として、最初に環境法の理念とし
て「持続可能性」が持続可能な発展概念の歴史的発展や環境基本法での位置づ
けなどを説明することで紹介されたあと、原則として「予防原則」、「汚染者負
担原則」が取り上げられ、さらに「環境権」、「情報公開・市民参加」、「アセス
メント」の解説がつづいている。
　さらに、阿部・淡路編（2006）においては、「第Ⅱ章　環境法の基礎」の中
の「２　環境法の理念と課題」で理念として①人の健康の保護と生活環境の保
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全、②現在世代のみならず次世代の良好な環境享受の保障、③将来世代のニー
ズをそこなうことのない現在世代の発展を挙げ、持続可能な発展と環境権の実
定法上の位置づけが説明されている。同章の「６　環境保全の費用負担」では、
国・地方公共団体の一般的環境保全義務における費用負担原則、原因者負担原
則、受益者負担原則、汚染者負担原則、拡大生産者責任原則が紹介されており、
そのあとで個人の費用負担、経済的手法の活用、国際的協力および援助として
の費用負担について説明が付加されている。また、「第Ⅲ章　国境を越える環
境問題」の「６　国際環境法の基本的要素」で予防原則が紹介されている。
　これらの体系的紹介の著作の記述からわかることは、補完性の原理という原
理が、環境法の基本原則として、明示されていないということである。なお、
これら３冊の著作には事項索引が整備されているが、いずれにも補完性の原理
は含まれていない。
　しかしだからといって、たとえば本稿で主としてとりあげる国と地方自治体
の関係、広域自治体と基礎自治体の関係で補完性の原理に類似の内容が言及さ
れているかもしれない。それを念のためにみておこう。以下のような記述がな
されている。
　　 　「国は、環境基本法の３つの基本理念にのっとって、環境保全に関する
基本的かつ総合的な施策を策定・実施する責務を負う（環境基本法６条）。
その中には、法律を制定し、行政上の施策を講ずることなどが含まれる。
地方自治体も、３つの基本理念にのっとり、国の施策に準じた施策や自治
体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定・実施する責務を負うと
されている（同法７条、36条）。2000年の地方分権一括法施行によって
機関委任事務が廃止され、多くの事務は法定受託事務から自治事務に振り
分けられ、どちらについても自治体の事務となったため、自治体の環境行
政は以前より重要性を増している。」（大塚 2002：60）
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　この記述からは、環境基本法の内容以上の国と自治体の関係については言及
されていないことが確認される。
　次に、交告ら（2005）「第５章　環境保護の担い手」では、「１　行政機関」
の地方自治体の項目で、「都道府県と市町村の関係では、地方自治法２条５項
により、都道府県が広域の地方自治体として、それに相応しい事務を処理す
るものとされている。今後合併で拡大した市町村に対する権限委譲を進めるの
であれば、都道府県に残すべき事務の選択という観点から環境問題の特質を検
討する必要がある。市町村の境界を越えて広がるまとまった自然空間の保全
はやはり都道府県の責務とみるべきであろう」（交告ら 2005：154-155）とあ
る。また、「３　担い手連携」の国、地方自治体の連携の項目は、「国・地方自
治体の連携　環境保護の活動には様々な専門知識と技術が必要である。国は中
心になってその開発に取り組み、その成果を地方自治体に提供するべきであり、
また地方自治体相互間でも積極的に情報交換や人事交流を行うことが望まれる
（廃棄物 23条の２を参照）。国が率先して地方自治体の研究を集約し、その共
有化を図ることも大切である。」（同上：165）となっている。
　「べき」の根拠は専門知識と技術の必要性であり、補完性の原理のような原
理を想定しているように思われない。
　以下のような記述もある。
　　 　「地方自治体同士の連携　地方自治体は、ときに、地域的な固有事情に
よって他の地方自治体と協力することがある。例えば、ある自治体の森林
が下流の自治体の水道水源になっている場合、下流の自治体は森林保全の
ために上流の自治体を援助する。これは言ってみれば上流・下流の連携で
ある。上流・下流の関係を越えて、一つの河川の流域に存する地方自治体
が多方面に亘って連帯することもある。関東地方の地方自治体がディーゼ
ル車規制で足並みを合わせるという形の連携もある。また、奄美大島や淡
路島のような島では、島嶼生物学の知見に従って島全体の環境を管理する
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べきであるから、島を構成する地方自治体すべての連携が必要となる。さ
らに、離島には、例えば、産業廃棄物の不法投棄の場所として狙われやす
いといった共通の悩みがあるので、遥かに離れた島と島の連携にも意義が
ある。」（同上：165-166）
　これらのいくつかの例示が示されている記述からは、ケースバイケースの原
則とでもいうべき原則があるのかもしれないが、これらの記述だけでは権限の
関係性を想定しているように思われない。
　さらに、阿部・淡路（2006）においては、もっぱら法定受託事務と自治事
務の運用、自治体の条例制定といった実定法上の意義や規制技術に重心が置か
れた説明がされている。
　また、地方公共団体間の越境汚染については、水質汚濁を例に挙げ、本来な
ら上位団体の国が法律で解決すべきとし、「国がそれをしていない以上、地域
間の協定ということになる」（同上：47）と、規則制定技術に落とし込んだ記
述になっている 。
　これらの記述からまとめれば、環境法政策の代表的な論調では補完性の原理
はまだ環境政策の原理として成熟していないといえよう。
　環境政策研究に目を転じると、倉阪（2004）が内外の環境政策の進展状況
を概観して対策の段階や主体に注目して整理しているのが注目される。対策の
実施段階、対策の実施主体、そして政策の実施主体の３種類に分けられるとい
う。対策の実施段階の原則には未然防止の原則、予防原則、源流対策の原則、
統合汚染回避管理の原則、対策の実施主体の原則には、汚染者負担の原則、拡
大生産者責任の原則、設計責任の原則、政策の実施主体の原則には協働原則、
補完性の原則があると類型化し、政策の実施主体の原則に補完性の原則を位置
づけている。
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（４）日本の地方分権推進における補完性の原理の位置づけ
　日本の地方分権推進においては、国家政府と地方政府という政府の垂直関係
を水平関係に転換する理由としてもっぱら用いられている（地方分権推進委員
会 2001，地方分権改革推進会議 2002など）。たとえば、地方分権推進委員会
最終報告（2001年６月 14日）の「第４章　分権改革の更なる飛躍を求めて」
では、今後の分権改革の多くの課題を６つの項目に分類しているが、４番目の
「事務事業の委譲」で補完性の原理を引き、以下のようにまとめている。
　　 　「Ⅳ　事務事業の移譲　第４に、ヨーロッパ先進諸国に普及しつつある
「補完性（subsidiarity）の原理」を参考にしながら、市区町村、都道府県、
国の相互間の事務事業の分担関係を見直し、事務事業の移譲を更に推進す
ることである。
　　 　すでに第１章で述べたように、第１次分権改革では事務事業の移譲方策
の側面ではあまり大きな成果を上げられなかった。しかしながら、ヨーロッ
パ評議会が制定したヨーロッパ地方自治憲章や国際自治体連合（IULA）
がその世界大会で決議した世界地方自治宣言では、事務事業を政府間で分
担するに際しては、まず基礎自治体を最優先し、ついで広域自治体を優先
し、国は広域自治体でも担うにふさわしくない事務事業のみを担うものと
するという「補完性の原理」の考え方が謳われている。
　　 　わが国の事務事業の分担関係をこの「補完性の原理」に照らして再点検
してみれば、国から都道府県へ、都道府県から市区町村へ移譲した方がふ
さわしい事務事業がまだまだ少なからず存在している一方、これまではと
もかく今後は、市区町村から都道府県へ、都道府県から国へ移譲した方が
状況変化に適合している事務事業も存在しているのではないかと思われる。
分権改革というと、事務事業の地域住民に身近なレベルへの移譲にのみ目
を向けがちであるが、分権改革の真の目的は事務事業の分担関係を適正化
することにあるのである。」（地方分権推進委員会 2001：11-12、傍線引用者）
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　また、地方分権改革推進会議の「地方公共団体の行財政改革の推進等行政体
制の整備についての意見：地方分権改革の一層の推進による自主・自立の地域
社会をめざして」（2004年５月 12日）において、「Ⅲ　地方分権改革推進の
ための地方行政体制整備」の「1.　地方分権改革推進と新しい地方行政体制の
方向」「（２）中央政府の役割と地方公共団体の役割」の「ウ　市町村（基礎自
治体）と都道府県（広域自治体）」の記述は以下のようになっている。
　　 　「個々の事務事業や権限分譲に当たっては、基礎自治体を優先する「補
完性の原理」を踏まえた役割分担の明確化が必要であり、同じ内容の事務
を重複して処理することによる非効率等が生じないよう配慮する必要があ
る。」（地方分権改革推進会議 2004：37、傍線引用者）
　いずれも基礎自治体優先の方向で補完性の原理を認識していることがわかる。
しかし、地方分権最終報告にあるように「分権改革の真の目的は事務事業の分
担関係を適正化することにある」のであれば、補完性の原理は適正化の根拠で
あるべきで、基礎自治体優先の原理とはならないのではないだろうか。
　次に、地方分権推進の行政学、法学の研究者の論考もほとんどが住民自治推
進の根拠にしている。つまり権限委譲の推進論理として補完性の原理を主張し
ている。しかも、小さい単位への権限委譲の主張にとどまり、大地の構造など
環境の連続性に配慮した論考はみられない。
　たとえば、上村（2000）は地方分権一括法制定後の河川行政の変遷を公物
管理の観点から解説しているが、「河川に関する国の直轄管理に関する検討は、
現段階では、道路等の他の国の直轄管理に係る公物と同様に、直轄管理に係る
基準の明確化とその見直し手続等の整備を行うにとどまっている。しかし、河
川においても地方分権を推進する観点から、地方公共団体の管理が可能なもの
について、管理権限の委譲を推進することは、住民の自己決定・自己責任の観
点から進めるべきである。それが生命と財産にかかわるものであっても例外と
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すべきではなく、むしろ分権の真価が問われる分野といえる」とまとめている
（上村 2000：176、傍線引用者）。
　「生命と財産にかかわるもの」の保護こそ国家政府が最低果たすべき機能で
あることを考えると、この指摘は連邦制の志向とも読める。連邦制を実現する
には国家体制の変更が必須であり、現在の日本においてそれは現実的であるよ
うに思えない。
　また新藤（2002）は、以下のように河川行政の分権化の遅れを指摘している。
　　 　「なるほど一級河川水系の指定区間の管理は機関委任事務から法定受託
事務に変化した。だが、一級河川水系の管理権限自体は、国土交通省大臣
に留保されている。指定区間の管理を目的とした各種の工事計画は、国土
交通省河川局の策定する水系ごとの河川整備計画に拘束される。同時に、
この区間の工事実施は補助金を主たる財源とせざるをえないのであって、
従来と同様に河川局との間に煩雑な協議を繰り返すこととなる。……とり
わけ河川のばあい、一級河川の総延長が河川延長に占める割合がきわめて
大きい。それだけに機関委任事務の法定受託事務への改革には、公共事業
に関するかぎり自治体の政策裁量に大きな限界が存在する……一級河川水
系や一般国道の管理権限主体を都道府県などに移管することが、地方分権
改革として残るのである。」（新藤 2002：105）
　加えて、ヨーロッパの国際河川管理の例を出して、自治体間で協議のシステ
ムを作ることを提案している。
　　 　「中央省庁側がいうように、都府県を越えて流れる一級河川水系や一般
国道の管理には、広域性や統一性が必要とされていよう。だが、広域性や
統一性は、中央による直轄管理と即刻結びつくものではない。一級河川に
ついていえば、たとえば地方自治法の定める自治体の広域連合を流域都府
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県が設立するのも、ひとつの方法である。ヨーロッパ国際河川の管理と同
様の共同管理機構を設立するのは、別に困難なことではない。一般国道の
大半は都府県への移管が可能であり、都府県境での統一的管理については
国土交通省に頼らずに、自治体間で協議のシステムをつくれば済むことで
ある。」（同上：113）
　人工物である道路ともともと自然物である河川を同一に論じることはむずか
しい。国家政府による河川行政の主眼である治水だが、国が直接管理する一級
水系をみると都道府県内で治まる地域もあるが、そうではない地域もある。都
道府県内で一級水系が完結していても、都道府県から国の直轄になった河川行
政の歴史（たとえば、鶴見川、狩野川、石狩川など）を、権限委譲や財源委譲
という受け皿論の議論におとしめてはいけない。基礎自治体が現在の一級河川
の自らの行政区分の部分を引き受けることができるのかどうかは自治体の予
算・権限や職員の技能の問題ではなく、川やその川の流域全体がどのような歴
史や特性をもっているのか、いわば「流域という大地の履歴」を反映できる仕
組みがあるのかどうかの問題と考える。
　新藤が政策のオプションとして例示する「一級河川についていえば、たとえ
ば地方自治法の定める自治体の広域連合を流域都府県が設立するのも、ひとつ
の方法である」は、環境の連続性のまとまりに配慮する政策にとって必須と筆
者も思うのだが、この案がどれほど自治体関係者にとって現実的な課題なのだ
ろうか。とくに一見問題がないように見える（すでに大規模な公共工事が終了
している、また、水質汚濁問題も下水道の整備等で改善している）水系では、「提
案の必要性があると思われない」との感触から、政策変更にはよほど大洪水や
大地震などの問題が起こり、流域レベルの政策の必然性を実感しなければ実現
しないだろう（実際に鶴見川流域の自治体の担当部署職員の意識はそのように
なっていた。後述）。そこに国なり流域全体を見通す広域連合のような機関の
存在の意義があるのである。とすると、この点について地方自治体はどう考え
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ているのかもみておく必要がある。そこで次に地方六団体のうち執行三団体の
河川、とくに国が管理している一級河川に関する地方分権（権限及び財源委譲）
の主張をみておこう。
　全国知事会は、道路・河川の権限委譲について国土交通省への意見・要望を
重ねて出している。それらによれば、基本的に国の直轄機関は廃止、財源・人
員を含めての権限委譲を要求している。また、同一行政区分に完結する一級河
川について全面的な権限委譲を主張している。複数の都府県をまたがる河川
についてはどうすべきなのかという主張は不明である。なお、2008年９月 16
日の地方分権改革推進委員会「道路・河川の移管に伴う財源等の取り扱いの意
見」は、全国知事会の主張を肯定する内容になっている。
　次に全国市長会だが、「分権型社会のビジョン」確定版（2006年 11月 30日）
では、以下のように記されている。
　　 　「特に河川・道路などの公共事業関係については、……河川についても、
国が持つべき河川の範囲を複数の都府県にまたがり全国的な視点から利害
調整の必要なものに限定するなど、各事業についての国と地方の役割分担
を再整理すべきであり、さらに進めれば、複数都府県にまたがる河川は都
府県の広域連合が担うべきこととすべきである。」（全国市長会 2006：17）
　また、指定都市市長会は、2008年２月に「第二期地方分権改革に関する指
定都市の意見（第２次提言）」を発表している。河川関連の内容は以下のよう
である。
　　 　「河川海岸の分野においては、地域防災及び大都市としての行政需要へ
の対応の観点が必要であり、指定都市は、指定都市の区域内で完結する
河川（砂防を含む。以下同じ。） 及びその区域内の海岸の整備・管理を担
うべきである。 また、道府県は、道府県の区域内で完結する河川及びそ
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の区域内の海岸の整備・管理を、国は、国土保全の観点から整備・管理
すべき河川及び海岸の整備・管理を担うべきである。」（指定都市市長会
2008：６）
　総じて執行三団体は、国の直轄管理は縮小ないし廃止を志向していることが
うかがえるが、具体的に事例に言及して明示されていない。たとえば指定都市
市長会の主張の場合、指定都市内で完結しない一級河川の管理について権限委
譲している政令市（鶴見川流域でいえば横浜市、川崎市）の主張がどういう方
向を示すのか、たとえば、いま神奈川県から委譲されている権限をすべて神奈
川県に戻し、鶴見川水系については将来的に河川管理者にならないということ
を意味するのかどうか、ということを読み取ることはできない。具体的な河川
名を挙げるのは政治交渉上不利になるので、個々の河川の交渉は今後個別の折
衝に委ねられるのかもしれない。
　しかし、個別の市町村あるいは地域の町村会などでは、これらの団体の主張
とは反対の主張をしているところがある。とくに治水関連の内容では、同じ県
の区域内で完結する一級河川であっても県民の生命の安全の観点から国が引き
続き直轄管理をするよう求める（名取市2、東松島市3）、あるいは、直轄機関
の廃止を見直すよう求める（沼津市4など）、というものである。 
　分権型政策制度研究センター地方分権型社会における公共事業のあり方に関
する研究会（2010、以下、「地方分権型社会における公共事業のあり方に関す
る研究会」と略す）は、河川管理の地方への段階的移管の道筋を示して基礎自
2 佐藤賢治・名取市議会議長「一級河川名取川の権限委譲に関する意見書」2008年
３月 21日（名取市ホームページ「平成 20年度意見書・決議内容」
http://www.city.natori.miyagi.jp/soshiki/gikaijimu/annai/node_1788/node_770）
3 佐藤富夫・東松島市議会議長「一級河川の権限委譲に関する意見書」2008年３
月 17 日（http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/gikai/ikensyo/h20/h20-
1ikensho.pdf）
4 沼津市議会「沼津河川国道事務所、出張所の存続を求める意見書」2009年 6月 26
日（http://www.city.numazu.shizuoka.jp/sisei/g-sigiki/ikensho/hatsu6-2106..pdf）
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治体の不安を払拭しようとしている。
　　 　「109の一級河川水系のうち、府県域内で完結するか、ごく僅か他府県
に関係している河川と、２府県間を流れる河川を第一次の地方移管対象河
川とする。河川整備計画の作成と実際の河川管理は、現行の府県の管理部
局の責任ないし協議会設置によって行う。すでに、府県は指定区間につい
て実際の管理を担っているのであり、河川管理技術が国交省より劣ってい
るとはいえない。しかし、人員や技術問題があるならば（引用者注：原文
どおり）、地方整備局の当該河川事務所の人員の移管によって賄うことに
する。
　　 　３府県以上を流域とする一級河川水系については、将来的な府県への全
面移管を目標として堅持したうえで、河川法の改正を求め、指定区間外の
管理も府県への法定受託事務とし、また地方整備局所管の流域委員会を
府県所管の流域委員会に改める。この新たな流域委員会において、河川整
備計画を作成し管理する。流域委員会には、関係自治体の首長、議会代表、
市民代表に加えて地方整備局職員を加える。（旧）指定区間外の管理につ
いては、その一部を地方整備局工事事務所に委託してもよい。
　　 　将来的な大規模一級河川水系の府県全面移管に備えて、府県は広域連合
による管理か、地方独立行政法人による管理について、制度設計上の調査・
研究を行うべきである。また、この河川管理問題に限定されないが、全国
知事会のもとに技術研究センターを設け、河川管理の科学的・技術的なア
ドバイスを府県になしうる体制を整えるべきであろう。
　　 　一級河川水系の府県移管については、市町村に否定的な意見があり、国
による直轄を望む声があるともいわれる。こうした声を払拭するために、
二級河川についても府県は市町村参加のもとに流域委員会を設け、府県・
市町村一体となった河川管理に努めるべきである。」（地方分権型社会にお
ける公共事業のあり方に関する研究会 2010：４-５）
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　河川や流域の自然条件への配慮は、全国知事会の研究機関として位置づけら
れる技術研究センターが研究・検討することになり、日本国としての技術水準
の担保に努めることが推測できる。しかし、流域委員会が複数の府県の共同所
管のもとにおかれ、地方整備局職員も加わる。実際の公共工事の執行について
は地方整備局工事事務所（引用者注：河川事務所の間違い）への委託も一部加
わるとしている。この内容は、現在、廃止が予定されている地方整備局の存続
が前提になっているようにも推測できるし、地方移管後であっても河川管理に
は現在の地方整備局の技術レベルの確保が必要と読むこともできる。
　治水対策に実際政府がどのようにかかわってきたのかについて、鶴見川流域
の政策実践事例から、この問題を考えてみよう。市長会等が主張する広域連合
での管理については筆者も可能性があると思うところがあるので、鶴見川流域
の政策実践をふまえて後述する。
３．鶴見川流域の政策実践から
　鶴見川流域は、本川は町田市小山田に源流があり、川崎市麻生区を流れ、新
横浜にいたり、横浜市鶴見区生麦にて東京湾に注ぐ。全長 42.5kmの都市河川
である。中世より暴れ川として知られ、戦後、流域が急激に市街化され（現在、
約 85％が市街地である）、総合治水対策が積極的に推進されてきた。流域界の
形から「バクの川」として知られ、国、自治体、市民団体など関係者が協働し
て流域の環境保全をおこなっている。
　鶴見川流域の場合、流域の水系は鶴見川―恩田川―早淵川―鳥山川―矢上川
―渋川……という入れ子構造になっている。一方、関連する「政府」は国（国
土交通省および関東地方整備局京浜河川事務所）―東京都／神奈川県―町田市
／稲城市／横浜市／川崎市である。マネジメントの領域ごとに政府のかかわり
度がちがっている。政府の機能によって異なっているといえる。現在まで、お
よび今後の状況について、政府間関係では天川モデルで経緯をおい、政府とそ
れ以外の主体の関係についてもみてみよう。天川モデルとは国と地方の政府間
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関係のモデルである（天川 1986）。地方自治体がどこまで国から自律的に住民
ニーズを反映した決定をしているかだけではなく（集権―分権）、国の政策実
施を自治体がどの程度担っているのか（分離―融合）に注目している。「集権
－分権」という一元的な対立軸で論じられがちな地方分権の潮流で、政府の役
割分担の程度や関係に注目することができる優れた枠組みとされている。「集
権―分権」では、国家政府と地方政府の権限のどちらが強いか（国家政府の権
限が強いのが「集権」）、「分離―融合」では対立や協働の場合、どちらが優位
に立つのか（国家政府が優位なのが「融合」）という違いを見ていくのである。
権限委譲に偏りがちな日本での地方分権の議論において、地方分権における広
域管理の事務分担を検討するために、参考になる枠組と思われる。
　なお、治水については政策課題の中心であるため歴史的経緯を主に鶴見川流
域誌編集委員会（2003a）の記述を参考にして詳細に示しておくが、ほかの政
策領域については紙面の制約もあり、ポイントにとどめる。
（１）治水
　治水については、近世以降、灌漑の水争いの利害を超えて村落（自然村）共
通にまとまり、幕府（国家政府）に改修を要求しつづけていたが、幕府は動か
なかった。
　1910年５月、日本国初の河川法が制定され、河川管理がそれまでの船運、
灌漑用水の取水の安定から治水にシフトする。これを契機に９月、鶴見川改良
のための連合協議会が結成され、神奈川県に対して交渉している。その結果、
1921年６月、国の直営改修河川となった。翌７月に設立された鶴見川改修期
成同盟会は国費による改修を働きかけたが、1929年の関東大震災で停滞した。
その後、同盟会は改修負担金の受け皿の整理のため、1934年１月、鶴見川水
害予防組合を結成した。1938年の大氾濫、多摩川支流からの氾濫水による二
次水害で大きな被害が出た。1939年、堤防の新増築、神奈川県の堤防かさあ
げ工事などがなされる。しかし、その後も被害はつづいた（1958年狩野川台風、
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1966年台風４号による）。この間、1964年に河川法が改正され、治水本位で
はなく利水も推進する、水系別に水系一貫管理という河川管理方針の大転換が
出される。鶴見川の一級水系指定は 1967年と遅れたが、本川だけではなく支
川も国の直轄管理下におかれるようになった。
　一級水系指定後も予防組合など住民の水害防止団体の運動は収束しなかった。
それは急激な開発圧力（1966年、市街化率 10％人口 40万人だったが、1975
年に市街化率 60％人口 120万人に急増）、とくに港北ニュータウン開発など横
浜市域の市街化によっている。土木機械の発達で、いままで開発困難だった丘
陵が容易に開発できるようになったためである（田村 1983：191）。
　1976年７月、鶴見川流域水防計画委員会が設置される。委員会は京浜工事
事務所のイニシアティブで、国と流域自治体が一体となって管理する必要性が
あると横浜市に提案し、横浜市は快諾した。それを受けて京浜工事事務所は川
崎市、町田市、稲城市に働きかけた。
　1976年９月８日台風 17号が到来し、大被害をもたらした。1977年１月、
鶴見川改修決起集会が開催され、それを受ける形で建設省が緊急浚渫工事を本
格的に着工する。
　1977年６月、鶴見川流域水防計画委員会は中間報告書を提出した。その報
告書の「提言」の内容が、国の総合治水対策のベースとなった。
　おりから国レベルで第５次治水計画の策定準備がされ、1976年 10月 15日、
中馬辰猪建設大臣は河川審議会に総合治水対策を諮問し、1977年６月、答申
された。ところが都市・住宅・土地利用部局からこの答申に対して異議が入り、
省内協議の時間がかかり、総合治水対策が建設省総合治水対策協議会で決定さ
れたのは 1980年３月、事務次官通達として「総合治水対策の推進について」
が公表されたのは、1980年５月 15日であった。
　1978年７月に設置されていた鶴見川治水対策協議会準備会が、1980年６月
３日、鶴見川総合治水対策協議会として発足した。総合治水対策の内容が示さ
れているため、討議の骨子を表１に示す。また、浸水実績図も住民ニーズ調査
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を行ったうえで公表した。浸水実績図の公表は一級水系では日本初だった。
　その後、総合治水対策を推進する流域整備計画が策定され、実施されている。
1989年、流域整備計画が改訂され鶴見川新流域整備計画となっている。
　この時期、川崎市、横浜市、町田市は、独自に環境影響評価条例や宅地開発
指導要綱などを定めて、開発の抑制に努めている。とくに横浜市の宅地開発指
導要綱は市の協力要請に対応しない開発に対して、建築禁止／制限、市営水道
の供給拒否ないしは保留など、非常に厳しい措置を原則として定めており、建
表１　鶴見川流域総合治水対策協議会準備会での討議の骨子
（１）流域整備の目標年次
　　昭和 60年を目途に、河川ならび流域の整備を図る事とした。
（２）地域機能の地域区分
　　流域を以下の３地域に区分し、それぞれに見合った対策を講ずることとした。
　　　①保水地域
　　　②遊水地域
　　　③低地地域
　 　なお、この３ 地域区分については、流域総合治水対策協議会構成委員会の確
認事項に留めることとする。
（３）河川整備
　 　昭和 60年度までに整備可能な計画として上流区間に対しては、流域対策とあ
わせて 50mm/hr降雨に対し安全なようにするとともに、下流区間については戦
後最大降雨に対応可能なように整備を行うものとする。
（４）流域整備
　　 　流域についても目標とする安全度を確保するために、次のような整備が考
えられる。
　　① 保水地域：現在持っている保水機能をできるだけ保全するとともに、可能
なものについてはその増進を図る。このために新規開発については適切な
貯留施設を整備していく。既成市街地については、公共公益施設を中心と
して出来る限り保水機能の増進を図るものとする。
　　② 遊水地域：遊水地域においても 50mm/hr対策の河道改修を実施するが、戦
後最大降雨時には結果的に遊水機能を発揮することも考える。
　　③低地地域：低地地域においても無理の無い範囲で貯留等の実施を考える。
（出典）鶴見川流域誌（2003a：225-226）。
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築基準法や水道法などに抵触しかねない内容であった。担当者は建設省から呼
び出され、「横浜市はいつから独立国になったのかね」と揶揄もされた（田村：
112）。
　1990年には、鶴見川水系河川環境管理基本計画、鶴見川水系河川空間管理
計画と河川空間の環境配慮に関する計画が策定されている。また、これらの計
画のヴィジョンや対策に共感を覚えた市民団体が計画を応援し、かつ計画の空
白地域を計画に盛り込むよう、働きかけていくようになる。この市民団体は鶴
見川流域ネットワーキングであり、鶴見川流域の環境保全について各地で活動
する地域団体が連携してできた組織である（現在の活動は、鶴見川の流域・小
流域で活動している地域団体の集まりである連携鶴見川流域ネットワーキン
グ（連携 TRネット）を基盤として、その事務局を担当しつつ独自の流域事業
も展開する法人である特定非営利活動法人鶴見川流域ネットワーキング（npo 
TRネット）の、協働活動となっている）。
　河川管理の歴史にもどると、1990年代後半以降、集中豪雨の発生により、
全国の大都市での被害が頻発したことを受け、特定都市河川浸水被害対策法が
2003年に公布、2004年５月に施行された。その第一号として鶴見川が指定さ
れ、2004年５月、鶴見川流域水害対策計画が策定された。
　2004年８月には鶴見川流域水マスタープランも策定された。総合治水対策
を多自然・多機能化することを理念にかかげる水マスタープランは、平常時水
マネジメント、洪水時水マネジメント、自然環境マネジメント、震災・火災時
マネジメント、水辺ふれあいマネジメントの５本の柱からなり、総合治水対策
の内容よりさらに包括的な流域ヴィジョンになっている。最も中核に位置づけ
られている洪水時水マネジメントの内容は、鶴見川流域水害対策計画の推進で
ある。水マスタープランは、法定計画ではないが、多様な利害関係者の参加に
より検討され、国、流域自治体首長が共同署名して公表された。現在も行政関
係者のみの鶴見川流域水協議会、行政以外の関係者も参加する鶴見川流域水懇
談会で協議しながら、具体的なテーマのアクションプランを推進している。
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　鶴見川流域の治水対策は、歴史をふりかえって管理主体をみていくと、村落
レベルの管理から神奈川県、神奈川県から国と変遷し、最終的には住民が強く
望んで国の管理になったのである。しかも、国レベルでは、地方機関が主体で
あり、本省ではむしろ河川部局と住宅部局の対立が治水対策を遅らせた。宅地
開発制限については、自治体が開発抑制の指導要綱等の手続きをおこなったた
め、国の地方機関との連携がみられた。1990年代以降は、市民団体も総合治
水の必要性の情報提供や政策提言をおこなっている。
　天川モデルで考えると、江戸時代から高度経済成長前までは「分権・融合」
であり、高度経済成長後は「集権・分離」となる。今後の地方分権推進かつ人
口減少・環境制約社会では、｢集権・分離」の可能性は少ないが、「分権・融合」
に戻ることは、すでにほとんどが市街地である流域の水循環の広域一括管理の
必要性上から重大な問題がある。であれば、それ以外の選択肢が必要になる。
（２）水質（下水道対策）
　鶴見川流域の上水は 97％が流域外からであるので、本稿では下水道対策を
みておこう。
　日本ではかつて、し尿は肥料として利用されていたので、河川などに捨てら
れることはなかったという。その意味では各農家が管理していたといえる。鶴
見川は高度経済成長期、「思い切って川という名前をやめて下水道という形
で下水管理をしたらどうか」（下河辺 2001：11）といわれたほど汚染がひど
かったが、下水道法の改正・運用改善（1958年制定、1970年に流域別下水道
整備計画が追加、2001年に施行令で下水排除基準に環境基準の健康項目追加、
2005年に法改正および施行令改正で高度処理による閉鎖性水域の水質の改善、
広域的な雨水排除による浸水対策の推進、下水道への有害物質または油の流入
事故対策の推進、地震対策の推進を追加）、水質汚濁防止法の制定（1970年公
布、1971年施行）等、国の法制度の整備、特に下水道の整備によって水質改
善がはかられている。
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　流域自治体の水道対策の変遷の概観を鶴見川流域誌編集委員会（2003b）に
よってまとめてみよう。 
　横浜市の場合、明治時代、大雨やコレラや赤痢などの伝染病対策としてヨー
ロッパから技術を導入して下水道が建設された。横浜市でも外国人居留地と
一部の横浜市域のみ下水道がつくられる（汚染水は河川や海に直接流されて
いた）。本格的な下水道関連工事が着工されたのは 1950年（昭和 25年）、初
めて下水処理場が運転を開始したのは 1962年（昭和 37年）。計画された 11
の下水道処理場がすべて稼動したのは 1984年末である。2000年末の処理区
域は３万 71ha（市域の 69％）、処理区域内人口 341万 6785人（総人口の
99.5％）である（鶴見川流域誌編集委員会 2003b：330）。
　川崎市では、下水道計画調査が 1926年（大正 15年）から実施され、それ
にもとづいて 1931年（昭和６年）に下水道工事が着工された。1950年代後
半の高度経済成長期に工場用水や生活排水による公共用水域の汚濁が問題化し、
下水道処理場の設置が進められていく。1966年３月に処理人口４万 4000人、
普及率 13.5％だった下水道は、2001年３月には処理人口 122万 3000人、処
理人口普及率 97.6％になっている（同上：330-331）。
　町田市では、1964年から下水道事業が始まり 2002年１月現在の処理普及
率が約 79％である（同上：331）。
　水質汚濁防止法制定、下水道法改正等、国の介入によって水質改善が方向づ
けられてはいる（とくに工場からの排水に対する規制）が、下水道法が市町村
管理とされていることをふまえると、戦後の下水道対策における政府間関係は、
天川モデルで考えると、「分権・分離」で続いている。
　今後については市営の下水道施設を廃止するということはありえない。また、
個々の家庭からの生活排水に含まれる汚染物質の由来は食品、浴用、洗濯、医
薬品など非常にさまざまであり、自然には存在しない物質も多く、それらを含
む商品の使用をゼロにするということは現実的ではない。経営上の問題から民
間委託の可能性も考えられるが、公共性の観点から地方政府の管理が続いてい
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くと思われる。ただし、現行の下水道法の規制外の物質による汚染が懸念され
るため、法改正なり運用改善が必要と思われる。
　鶴見川の水質改善については、拙稿（角田 2010）ですでに紹介したが、国
土交通省の河川水質「ワーストランキング」常連であるため、「汚い」とのイメー
ジが伝えられ続けている。それは現実と異なるため、鶴見川流域水マスタープ
ランにおいて、また、特定非営利活動法人鶴見川流域ネットワーキングが代替
指標の提案をしている。ただ、この代替指標に対する流域自治体の職員の認識
は低い（後述）。
（３）緑地保全
　日本においては、生業や産業の利害にかかわらない面的な緑地保全管理（野
鳥などの自然観察のような地域のアメニティ向上につながるような緑地管理）
は、1990年代以降の動きである。緑地保全対策は、近年、自治体ごとの環境
計画、緑地計画策定によって、管理目標などが設定されて進められている。横
浜市、町田市、川崎市の環境計画や緑地計画では計画の改訂ごとに「流域」を
射程に入れた計画に変わってきているが、理念規定にとどまり、ある行政区分
にある緑地の管理は行政区分に立地している団体によっている（特に横浜市は、
愛護会制度で管理しているので、その傾向が強い）。作業は行政区分以外の住
民に呼びかけられることはほとんどない。ただ、鶴見川流域の場合、管理団
体が npo TRネットと連携していると、あるいは連携 TRネットに参加する団
体であると（たとえば町田市の保水の森の管理を受託している特定非営利法人
鶴見川源流ネットワークは双方の TRネットに参加している団体である）、TR
ネット全体の中で情報が共有され、流域全体の生態系保全を射程に入れた管理
が可能になっている。
　天川モデルで考えると、自治体ごとに対策がとられているため、基本は「分
権・分離」である。ただし、鶴見川流域の場合、TRネットのような流域全体
の生態系保全を射程に入れた団体が存在し、しかも流域の入れ子構造という階
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層性に沿ってそれぞれの団体が活動しているため、また、河川の高水敷の植生
管理など活動の一部が国の地方整備局の受託作業によってなされているため、
流域全体の緑地保全がおこなわれている。そのことによって、鶴見川流域の緑
地保全対策は「分権・融合」になっている。むしろ、生態系の理屈（当然なが
ら川や空には行政区分はない）を考えるのであれば、TRネットのような流域
の階層性をいかした団体の活動を前提とした「分権・融合」が理想ではないだ
ろうか。
４．自治体職員の広域連携に関する意識調査結果
　本節では、博士論文執筆にあたっておこなった、鶴見川流域の自治体職員に
対する質問票調査5の結果のうち、本稿に関係のあるものを紹介したい。調査
5 調査手法としては質問票調査（郵送留置法）で実施した。発送は 2009年７月 23
日である。回収率向上のために、未回答については１回葉書で督促する（８月 20日）
とともに、回答しづらい場合は訪問して伺うことも加えた。また、回答内容の確認
や不明点については電子メールで行い、極力、先方の回答の記録が残るように努めた。
　調査対象は、鶴見川流域自治体の東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、町田市の緑地、
水質（河川水質、化学物質汚染の未然防止、下水道）、治水（地域防災）担当部署である。
担当部署については、鶴見川流域水委員会参加部署を参考にしたが、最新状況で調
査するために各自治体のウェブサイトにて担当部署の業務の確認を行い、決定した。
自治体によっては領域によってまたがる場合は、２箇所に送付した。質問票の設問
については、共通質問と政策領域独自質問の２種類をもりこんだ。回答結果は、６
自治体のうち１自治体からは個別論文に対するアンケートには回答しないという連
絡があったため、治水は５自治体６箇所に送り４自治体（うち１自治体は聞き取り
調査となった）、水質・化学物質・下水道は５自治体に送り４自治体から、緑地保全
は５自治体６箇所に送り４回収（１自治体は要望により電子媒体で調査票を送付し
たが、その後回答を受け取っていない）である。
　なお、「調査結果につきましては、統計処理した全体的な傾向を示す結果の公表と
ともに、具体的な対策の紹介については自治体名称を公開のうえ（※回答者氏名は
公表しません）、博士論文やその他（学会発表および学術雑誌等に掲載の論文）にて
紹介させていただきたく思います。」としたが、調査対象が少ないため、100％の回
収率以外で具体的対策の自治体名を記すと、結果的にどの自治体が回答したのか推
測できてしまい、回答自治体との信頼関係構築上の支障が大きいので、具体的対策
については、質問票調査の結果紹介と切り離して紹介することとする。また、回答
に具体的地名などある場合も回答自治体が推測できてしまうので、どの自治体が回
答したのかわからない程度に表現を修正している。
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実施は 2009年７月 23日であるが、この間の地方分権はあまり動きがないので、
現在でも事情は同じである。
（１）治水
　「最近、地方分権推進にあたって河川行政の権限委譲が活発に論じられてお
ります。たとえば、指定都市市長会においては、河川について「指定都市の区
域内で完結する河川にあっては、国土保全上及び道府県土保全上重要なものを
除き、砂防や海岸も含め、指定都市が主体的に管理できるよう制度を見直すこ
と（単に指定都市の区域内を流下する河川であっても協議により管理できる制
度とすること）。既に河川の管理権限が移譲された区間であっても占用料徴収
権限や河川敷地の境界確定権限は留保されているため、現に移譲されている管
理権限とあわせて移譲すること」としているように、行政区分で完結している
河川について、国からの財源を含めて権限委譲を求めています。鶴見川水系に
ついては、どのように位置づけておられますか？（あてはまるものに１つ○を
つけてください）」との問いに対する回答結果は、「行政区に完結している支川
のみ管理する」１件、「鶴見川水系は区域内で完結していないため、水系の全
河川を国の直轄管理とし、いま拠出している予算も出さない」０件、「その他」
２件であり、その他の回答は「すでに支川の３河川について権限委譲を受けて
います。単に市域内を流下する河川であっても、協議により管理できる制度に
なるよう要望しています。」および「すでに県が国から権限委譲をされており、
県は業務の一部を政令市に委譲している。知事会の要望は、河川局などのウェ
ブサイトに掲載されているとおりである。」であった。
　知事会、指定都市市長会、市町村長会それぞれが地方分権推進において河川
の権限委譲を要望しているが、行政区分で完結する河川の権限および財源委譲
という点で共通している。国土交通省の主張も都道府県をまたがる一級河川水
系以外は、基本的に同じである（たとえば 2008年５月 14日の冬柴鐵三国交
相の発言 、2008年７月 25日の冬柴鐵三国交相大臣会見要旨 など）。しかし、
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先述したように、個別自治体によっては、自区内を完結している河川や流下し
ている河川でも治水の観点から、地方自治 99条にもとづいた意見書として国
に適切に管理してほしいという要望が出ている。
　鶴見川流域の場合、すべての自治体から回答がないので、３自治体の回答か
らは地方分権の歩調がどの程度そろっているのかどうか判断しづらいところが
あるが、「協議により市域内を流下する河川であっても協議により管理できる
制度になるよう要望している」との意見と「行政区に完結している支川のみ管
理する」との意見は志向が異なる。現状の権限委譲の状況や知事会の意見を紹
介する意見は、地方分権推進における鶴見川流域の将来的な管理の方向性を強
く示唆するものとは思われない。
（２）河川水質
　「現在の、貴自治体の水質改善のための行政計画に、貴自治体が位置する土
地の広域的な特性や自然環境の連続性を意識した内容（たとえば、鶴見川や多
摩丘陵のような行政界をまたがる自然地理的特性を考慮した内容）はございま
すか（あてはまるものに１つ○をつけてください）。」と尋ねたところ、すべて
の自治体がなんらかの対策を行っていると回答した。
　具体的に「（１）記述がある計画の名称と該当頁を教えてください（送付い
ただいてもけっこうです；費用がかかる場合はお支払いいたしますのでお知ら
せください。なおウェブサイトに搭載されているものがございましたら、ウェ
ブサイトのアドレスと該当頁をお知らせいただけるとうれしいです）」と聞い
たところ、１件紹介があった。また、「（２）現在、どのような内容の対策を講
じておられますか？（関連の資料を送付いただいてもけっこうです：費用がか
かる場合はお支払いいたしますのでお知らせください）」については、回答が
なかった。
　次に、「鶴見川の水質が毎年国土交通省の「水質ワーストランキング」に連
なることについて、事実誤認と流域で活動している特定非営利活動法人鶴見川
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流域ネットワーキングでは主張しておりますが、水質ワーストランキングにつ
いてどのような広報をしているのか、教えてください（あてはまるものをい
くつでもお選びください）」と尋ねた。特に広報していない場合はその理由を、
広報している場合は広報媒体についても「広報媒体をお知らせください（あて
はまるものをいくつでもお選びください）」と尋ねた。
　どのように広報しているのかの回答は表２のとおりである。また、広報媒体
については、表３のような回答結果であった。
表２　水質ワーストランキングの広報
選択肢（MA） 回答数
１　国土交通省の発表をそのまま、あるいは結果のみ広報している 1
２ 　国土交通省の発表にくわえて取り組んでいる対策を加えて広報して
いる
0
３　国土交通省の発表にくわえて、ランキングの背景を説明している 0
４　特に広報していない 2
５　その他（具体的にご記入ください：　　　　　　　　　　　　　　　） 1
＊５の記入回答：公共水域水質ベスト・ワースト地点を毎年公表。
（出典）筆者作成。以下の図表も同じ。
表３　広報の媒体
選択肢（MA） 回答数
１　ホームぺージ 1
２　マスメディアへの公表 1
３　広報紙 1
４　パンフレット 0
５　環境白書・環境報告書 1
６　セミナー、説明会など公開の会合 0
７　その他 0
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　国土交通省の発表どおり、あるいは公共水域水質ランキングを情報提供する
という状況は、鶴見川河川の水質について水質汚濁防止法の環境基準にもとづ
いて知らせるという点で共通している。広報媒体についてどの回答も１しかな
いという点からは、毎年の定期的な公表という状況であることが推測できる。
一方、広報しない理由は、「マスメディアが国土交通省の資料をもとに報道し
ているため」１件、「その他（鶴見川の水質は改善傾向にあり、１地点を除き
環境基準に適合しているため）」１件であり、他の選択肢「問題にするほどの
汚染ではないため」は０件であった（回答数２、単一回答）。この回答も、各
自治体が水質汚濁防止法の環境基準の結果を事実として受け止めていることを
裏付けているように思われる。
　鶴見川では汚染がひどかった本川でも現在、アユの遡上がみられ、また、鶴
見川流域ネットワーキングの調査結果によれば、流域全体で見わたすと各水系
でホトケドジョウの棲息・繁殖も確認できる。総じて水質が汚濁しているとは
いえない状況なのだが、国土交通省のランキング結果が毎年、報じるのは、鶴
見川がワーストランキングの上位の常連であるという内容である。マスメディ
アも国土交通省発表以上の報道をほとんどしないので、国土交通省の発表を疑
いもなく受け止めるだけであれば、「鶴見川は汚い」との認識になってしまい、
現実と異なる。鶴見川流域ネットワーキングでは、鶴見川流域の現実の姿を知っ
てほしいと、折にふれて主張をしている6。この主張も検討した結果、鶴見川
流域水マスタープランでは新たな水質等級の提案がされ、独自目標も打ち出さ
れている。しかし、この回答結果からは水マスタープランのこの内容は河川水
質担当部署に十分に伝わっているとは思われない。
6 たとえば、岸由二・代表理事（慶應義塾大学教授・生態学）は、2003年 11月 16
日に快哉された「鶴見川流域シンポジウム　ワーストワン報道は本当か？」におい
て、「ワーストワン報道の呪縛から解き放たれるための８つの工夫」を提案している
（http://www.tr-net.gr.jp/info/suishitsu/suishitsu_top.html）。また、鶴見川流域ネッ
トワーキングが 2008年８月に開催した流域環境カフェ（全６回）のうち、堂前雅史・
理事（和光大学教授・動物行動学）、小林範和・事務局長が講師を務めた回ではこの
話題がテーマになっている。詳細は角田（2010）を参照。
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（３）下水道
　「現在の、貴自治体の下水道関連の行政計画に、貴自治体が位置する土地の
広域的な特性や自然環境の連続性を意識した内容（たとえば、鶴見川や多摩丘
陵のような行政界をまたがる自然地理的特性を考慮した内容）はございますか
（あてはまるものを１つお選びください）。」と尋ねたところ、回答結果は「ある」
１件、「ない」２件、「わからない」０件、無記入１件であった。「ない」との
回答のあった１自治体の追記情報は「ただし、「鶴見川流域水マスタープラン」
や「東京湾下水道整備総合計画」等の計画と整合をとったものとなっている。」
であり、この内容を加味すると、実質は「ある」が２自治体と考えていいかも
しれない。
　現実に講じている対策について、「（１）記述がある計画の名称と該当頁を教
えてください（送付いただいてもけっこうです；費用がかかる場合はお支払い
いたしますのでお知らせください。なおウェブサイトに搭載されているものが
ございましたら、ウェブサイトのアドレスと該当頁をお知らせいただけるとう
れしく存じます）。」に対しては、１件紹介があった。そして、「（２）現在、ど
のような内容の対策を講じておられますか？（関連の資料を送付いただいても
けっこうです：費用がかかる場合はお支払いいたしますので、お知らせくださ
い）」に対しても、１件（水質基準達成のための下水道整備）との回答があった。
　次に、「下水道法改正で現在、下流の自治体が上流の自治体の下水道の高度
処理の肩代わりをできるようになっております。鶴見川流域の水質改善のため
に、貴自治体では上流の自治体の下水道処理の高度化に対して予算拠出するこ
とを検討されたことがございますか？（あてはまるものに一つ○をつけてくだ
さい）」と尋ねた。結果は「検討したことがない」２件、「その他」１件（管理
対象の下水道は存在しない）であった。
　検討しなかった理由も尋ねたが、回答結果は、「当自治体が上流に位置する
ため下流の自治体に肩代わりの措置を要求することはない」および「その他（関
連自治体からの相談・要望がない。年次目標が明確になっていないことや法定
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計画ではない）」であった。
（４）緑地保全
　「広域的な自然地理的特性から、他の自治体の緑地管理に予算拠出をするほ
うが、自身の行政界の緑地の質向上につながることがございますが、何かその
ような対策を実施されていますか？（あてはまるものを１つお選びください）。」
と尋ねた。回答は「ある」１件、「ない」３件であった。
　なお、「ない」の回答に「複数の自治体にまたがる緑地の管理について広域
的な視点をもちながら、お互いの自治体内での優先性を持って取り組んでいる
事例はあります。」と追記した自治体に、どのような事例か電子メールで尋ね
たところ、「事例としては小規模なものです。例えば、隣接市にまたがる緑地
の遊歩道管理についてなどです。協定書を取り交わすような特別な取組ではあ
りませんので、ご研究の参考にはならないかもしれません。」との回答を得た
（2009年８月 21日）。
　また、事例ではないが、１自治体から、以下の付記情報があった。「本来、
税金等の財源は自らの自治体のために使うものですので、市域内の緑地管理よ
り優先して他市の緑地管理費用として使うためには、その優先すべき客観的で
明確な根拠（費用負担額の算定根拠も含む）や効果を住民・議会に説明する必
要がありますが、緑地のあり方に対する住民の多様なニーズがある中で、「緑
地の質の向上」という主観的な要素からそれをすることは難しいと考えていま
す。」。また、もう１件、事例紹介のパンフレットの提供があった。
　鶴見川流域の緑地関連の流域連携の課題について、「鶴見川流域水マスター
プランの緑地アクションプラン推進に当たり、行政連携が求められております
が、以下についてどのような具体的な対策を講じておられるか、対策費用（概
算でけっこうです）も含めてお知らせください。」と２つの課題について尋ねた。
ひとつは外来生物管理である。もうひとつは環境教育の推進である。
　「１　アレチウリ、トキワツユクサ、ブラックバスなど特定外来生物の管理
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について「源流対策」（※環境政策では環境問題の源流にて対策を講じること
が、「汚染者負担」、「受益者負担」などとともに政策原理のひとつとされてい
ます）を講ずるための措置」の回答は、３自治体から回答があった。その内容
は、「鶴見川流域水マスタープランにおいては「重要種の保全と外来種駆除に
向けたアクションプラン」で特定外来生物に関する検討がされています。なお、
アレチウリ駆除について、各河川管理者等が対象地区を選定していますが、本
市は該当していません。」、「本自治体の事業としては承知していません」、「ア
ライグマなど有害鳥獣の防除計画を策定している」であった。
　有害鳥獣に関して広域自治体が基礎自治体に権限委譲や補助金などの手法で
推進している。当方が設問で例示にあげたアレチウリ、ブラックバスと河川お
よび河川敷に生息する外来生物管理は河川管理者の業務であるため、このよう
な回答が多かったのかもしれない。
　「２　子どもの総合学習推進のための、他自治体の現場への見学、学校交流
など行政連携に関する措置」についての回答は、３自治体それぞれ、「教育委
員会における総合学習を行っているところですが、緑地保全アクションプラン
に関係した対策はありません。」、「本自治体の事業としては承知していません」、
「特に該当ありません」である。学校教育は教育委員会の管轄であり、緑地保
全担当部署から自治体の部署をまたがる見学のような総合学習の提案はしづら
いということであろうか。
　そのほかに、水マスタープランの自然環境マネジメントと自治体の業務の関
連について、３自治体から「緑地保全アクションプランは現在検討途中ですの
で、具体的な対策を高ずる段階にはないと考えます。」、「本市の事業としては
承知していません」との追記情報があった。
（５）共通設問
　政策領域をまたがる共通設問は、自由回答設問を含めて３問行った。
　ひとつめは「行政区を越えた連携を進めることは地方自治法でも広域連合の
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形で奨励されておりますが（第 291条の２）、流域レベルの水質保全推進／水
質の化学物質汚染に関する未然防止推進／鶴見川流域水マスタープランの「自
然環境マネジメント推進」にあたって広域連合をすすめようとする場合、その
障害はどこにあると思われますか？（あてはまるものをいくつでもお選びくだ
さい）」である。一般的な設問と鶴見川流域に関連する設問をとりまぜている。
単純集計できないので、政策領域ごとに集計した一覧を紹介する（表４）。
　共通設問のふたつめは、「自治体が「地方自治の本旨」をふまえて、行政区
を越えて流域レベルの連携を進めるために必要と思われることがらは何でしょ
うか。あてはまるものをいくつでもお選びください。」である。回答結果は表
５のとおりである。
　共通設問の最後は「流域レベルの環境保全、健全な水循環のために、どのよ
うな対策が必要でしょうか。ご自由にご意見をお知らせいただければ幸いです。
（記入スペースが不足の場合は、裏にご記入ください）。」である。回答結果は
表６のとおりである。
　３つの設問の回答結果を概観すると、政策領域ごとの事情によって異なるが、
問題がある領域では、広域連携が法制度の有無にかかわらずできていることが
わかる。その一方、緑地保全の領域での外来生物管理など問題があるところで
あっても、自治体の間で温度差がある。問題が認識されていない課題について
は、広域連携はおそらく自治体職員の意識にのぼっていないことが推測できる。
自治体内で河川水質について水質担当部署と下水道担当部署の間の連携がある
のかどうかについては、すでに計画があり具体的数値目標もあり、調整組織が
ある問題（東京湾流域別総合計画）は広域連携している。
　さらに、鶴見川流域水マスタープランという政策領域横断、自治体横断の取
組みについては、法定計画のある治水以外はどの自治体でも調整組織がないこ
とがこの質問票調査の結果で類推できる。事務局がおかれているのが、国土交
通省関東地方整備局京浜河川事務所であることから、自治体の担当部署によっ
ては「国の仕事」、「河川管理者の仕事」という意識をもっているといえる。
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表４　共通設問回答結果①
選択肢（MA）
※カッコの後の数字は回答自治体数
回答数
（水質）
4
回答数
（下水道）
4
回答数
（緑地）
4
回答数
（治水）
3
１ 　いまの地方自治法の広域連合の規定が都道
府県に限定されている
0 0 0 0
２　広域連合を提案する議員がいない 0 0 0 0
３　広域連合を提案するほどの問題がない 2 3 2 0
４　予算不足 1 0 1 0
５　人員不足 1 0 2 0
６　関連自治体からの相談・要望がない 1 2 0 0
７ 　「事業仕分け」など、社会からの自治事務
の縮小要求がある
1 0 0 0
８ 　鶴見川流域水マスタープランが法定計画で
ない
0 1 1 0
９ 　鶴見川流域統一条例を制定するニーズが自
身の自治体にない
1 1 1 0
10　その他（具体的にご記入ください：　　
　　　　　　　　　　　　）
0 1 1 2
無回答 ― ― ― 1
＊ 下水道の選択肢３の回答のうち、１自治体から「現在の内容・スピードでは、大
きな問題がないとの意識が大きい。水質保全に関する意識がそれほど高くない」
と付記あり。
＊「10　その他」の記入回答
●下水道
・東京湾流域別下水道整備総合計画に基づく目標水質の達成を目指し、都県市が
連携して調整しております。
●緑地保全
・担当がない。
●治水
・現在、鶴見川流域においては、国が主体になって流域対策を進めており、新た
に広域連合を形成しようとしていないため、不明。
・検討したことがないので、回答できない。
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表５　共通設問回答結果②
選択肢（MA）
※カッコの後の数字は回答自治体数
回答数
（水質）
4
回答数
（下水道）
4
回答数
（緑地）
4
回答数
（治水）
3
１　自治体内調整の仕組みが必要 2 2 0 2
２　自治体職員の流域意識向上の研修が必要 1 2 0 2
３ 　他の自治体対策への投資に関する住民や議
員の理解をすすめる啓発活動が必要
1 1 0 2
４　自治体間連携を進める国の制度が必要 2 3 2 2
５ 　流域レベルで費用対効果のある政策の可能
性の調査を進める国の仕組みが必要
1 2 1 2
６　国の土地利用規制運用の柔軟性が必要 0 0 1 1
７　特に新たな制度や対策の必要がない 1 0 1 1
８　その他（具体的にご記入ください：　　　
　　　　　　　　　　　　）
0 1 1 0
＊ 下水道の回答のうち選択肢４，５に１自治体から「国でなくても、関連自治体も
含めて」と付記あり。
＊「８　その他」の記入回答
●下水道
・自治体間調整の仕組みが必要。
●緑地保全
・当該施策に限らず、様々な施策において横断的な連携の必要性は行政内部でも
浸透してきているとは考えますが、予算や法律体系など日本社会を構成する軸
が基本的には縦割りで構成されており、仮に横断的に課題や方向性を共有でき
たとしても、縦方向の様々な制約や目的をクリアーしながら施策を実施する必
要があり、大きな課題であると考えます。また、地方自治体にあっては行政に
求められる責務は日々増大しているにもかかわらず、財政難等から人員や予算
の縮減は相当な勢いで進んでおり、ルーティーン業務でさえ、苦労しながら
こなしているのが実情で、横断的な取組みを進めるには、①社会的合意形成、
②何らかの体制の確保が必要最低条件になるのではないかと考えます。
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表６　共通設問回答結果③
●治水（３件）
・浸透施設の設置、湧水の保全、多自然川づくりの整備、河川の連続的な整備、
緑地の確保、水質モニタリング。
・流域レベルでの意識の向上と目標の共有。
・河川管理者は治水中心で考えている（環境面についてはあまり回答できない）。
浸透施設の設置などによる流出増抑制。水循環はいわれるほどにまだ解明され
ていない。多摩川流域協議会では水収支解明プロジェクトを行っており、成果
に期待。
●河川水質（1件）
・現状で残されている自然の水循環は可能な限り保全し、様々な形で発生してい
る障害により失われたものは、極力その回復のために努力する必要がある。ま
た、様々な対策を、市民、事業者及び行政が一体となって効率的に進めること
が重要である。このため、水循環の適切な診断及び評価をし、河川の平常時流
量の増加、湧水の復活、水質保全、生態系の回復、地盤沈下の防止等に効果的
な展開を図る必要がある。
●下水道（２件）
・目標の設定と共有、費用対効果のある政策立案が必要。
・引き続き下水道整備による公共用水域の汚濁負荷量の軽減、下水処理水の環境
用水への利用促進、雨水排除の過程での貯留・浸透。
●緑地保全（３件）
・本市当部では、水循環の保全に関する事業を担当していませんが、流域の樹林
地等を保全することによって、結果的に健全な水循環の保全に寄与するものと
考えます。
・特にありません。
・当市は、自然および緑の基本計画などで緑の保全の重点拠点など目標を決めて
進めていますが、財源、維持管理の方法、地域のまちづくりなど多くの課題を
抱え、緑の確保目標達成には、まだ多くの課題への対応と時間を必要とします。
また、国の「生物多様性保全モデル地域」の展開に当たっては、各地方公共団
体の努力に委ねられている状況にあるといえます。こうした状況の中で、流域
レベルの環境対策の推進については、次のような対策が必要と言えます。
１．首都圏における樹林地保全にかかる納税猶予制度の制定
２．鶴見川流域配慮地域内の買収に関する補助率の引き上げ
３ ．生物多様性の向上については、専門的な知識も必要である。質を向上さ
せていくには、①持続性が不可欠、②生物多様性調査と配慮計画の策定、
③植生管理の具体的な手法の確定、④維持管理の主体と体制づくり、⑤財
源の確保等、が重要と考えます。
４ ．国による生物多様性調査と配慮計画の策定または、公共団体への全額補
助
５．維持管理費に係る施設や委託費の助成
６．国による河川周辺の水田や緑地の保全
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（６）小括
　回答結果を概観すると、法律や条例という制度があるないにかかわらず、自
治体という行政区分を超えた連携があるかどうかは、自治体職員の認識レベル
で該当領域に広域レベルの問題があるかないか（たとえば、河川水質の領域で
あれば、上流域の水質の汚濁状況が深刻といった環境問題が実際にあるのかど
うか）、という線引きが大きいように思われる。また、問題がある場合でも広
域連携に関する温度差がある場合の調整組織が存在しない場合は、広域連携が
実現しないということもいえそうである。
5.　むすび
　鶴見川流域の政策実践のうち、繰り返し起きる大きな水害に対する治水対策
では、機関委任事務時代であっても国の地方整備局の河川事務所と自治体との
間で連携がおこっており、現在の法制度においても、すでに自治体は河川管理
者として国と共同で活動している。その一方、河川水質保全の場合、下水道が
ほぼ整備されてしまうとそれ以上の活動の必要性は、国にも地方にも住民にも
認識されにくい。たとえ、水質について鶴見川のような都市中小河川では代替
指標でみる必要があるという情報のインプットがあっても、自治体職員の意識
が変わらなければ自治体内連携も広域連携もむずかしい。また、緑地保全につ
いては、急激な人口増加に対応する宅地開発に対して急減した緑地の価値を
見直す動きが市民団体レベルでおこっており、自治体もそれに対応する形で行
政界内にある緑地保全の計画策定、管理執行をおこなうようになってきている。
しかし、入れ子構造の流域生態系の視点をふまえた自治体間の広域連携や、流
域を射程に入れて活動する市民団体（鶴見川の場合は鶴見川流域ネットワーキ
ング）と自治体との広域的な連携による緑地保全対策はまだ限られている。
　このような鶴見川流域の政策実践から、国と地方の連携、自治体内調整、政
府とそれ以外の主体との連携はまだまだ課題が多いといえる。しかし筆者とし
ては広域連携推進において自治体が鍵であると思う。鍵であるというのは、政
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府として国と自治体のどちらが環境の連続性を地域社会の質の向上とともに検
討する主体として適切なのかという点で、自治体の制度のあり方が鍵となると
いう意味である。地域の特性をもっともよく知っているとされ、かつ権限をもっ
ている政府である自治体こそが、主体的であれ支援的であれ、継続的な流域連
携の対策をもっとも進めうるように思われる。それは自治体が地域と不可分な
主体だからである。大森（1995）が指摘するように、地域はひとまとまりの
ものとして他とは区別される土地であり、どの地域でも人と自然、人と物、人
と人、人と自然と物が、それぞれに独自に結びつくとき、出来事が生まれ、そ
の蓄積が地域史となる。地域に自治体の存立基盤がある以上、地域の自然と物
と人との結びつき方についてどのように考えるのかということなしに自治体の
施策はありえず、それぞれの地域に根ざした施策課題を発見し解決していく主
体が自治体なのである（大森 1995：148-149）。このような視点から、人と自
然と物の地域の問題は人と自然と物の関係のあり方、住民の暮らしのあり方そ
のものの結果であり、関係性を忘却した問題の立て方をする行政は質が低いと
指摘する（同上：149）。
　「人と自然と物の関係のあり方」を見ていく際、その範囲を自らが管掌する「行
政界」に限定するのではなく、流域のような自然の単位に配慮しながら政策を
検討するのであれば、自治体は主体として適切であるといえる。今後の地方分
権の進展も考えれば、地域の問題解決に果たす自治体の存在はますます大きく
なっていくだろう。流域のように行政区分を越える広域的な課題に基礎自治体
が消極的ということであってよいのだろうか。「自治体は広域的な問題解決は
不得意ということになれば、また国の出動を要請しなければならなくなる」（同
上：187）との指摘もある。
　たまたま流域のような自然の単位を志向する職員がいたため広域的な連携が
可能になったという属人的な条件の下では、人事異動によって政策の継続性が
おぼつかなくなる。広域にまたがる課題、とくに行政が複数にまたがる課題は、
課題に対応する原理原則や、組織・体制が検討され制度化されて管理されるべ
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きであろう。
　補完性の原理の議論の規範的な文脈に立ち戻れば、管理に最適な政府のレベ
ルであればいいのであって、「政府」はなにもいまの国家政府、地方政府に限
定した議論にする必然性はないという考え方も可能である。補完性の原理は国
家政府（本省―地方整備局）―地方政府―環境団体の間で消極的介入、積極的
介入双方に組み合わせて考えていくことができる。現実問題、一級河川の場合、
治水に関しては国が直轄、それ以外（利水、環境など）では自治体にという役
割分担は可能だろうか。もし河川法改正や新法の制定で可能になったとしても、
内水氾濫、外水氾濫の治水に関する公共工事は利水、環境にも影響を及ぼしてし
まうので、治水を目的とした公共工事が各地で反対されて実施が遅れる、あるい
は実施されない事態はありうるだろう。その場合、その工事がなされなかった
ことで起きた被害は誰がどこまで責任をとるのだろうか。このような状況を想
像すると、行政区分で河川が分断されてしまうことのリスクは大きいといえる。
　したがって環境の連続性に配慮した地方分権推進にあたっては、河川管理で
いえば行政区分だけで考えないという政策オプションもあっていいのではない
かと思われる。とくに、複数の都府県にまたがる河川や導水などで流域変更が
おこっている河川の流域は「流域区」、「水共同域」（健全な水循環系構築に関
する関係省庁連絡会議 2003：30）というように水循環のまとまりで管理する
機能的な地域政府機構をつくる、ということを検討する価値があるように思わ
れる（傍線筆者）。そのような政府を「流域政府」と仮に呼んでみよう。流域
政府が実現できれば環境の連続性と行政上のずれは論理的には小さくなる。
　流域政府の実現を考えるうえで、参考にできる制度は 1995年の地方自治法
の改正で導入された広域連合という仕組みである。この仕組みをふまえて、流
域政府の機構や流域政府への参加者の要件、参加する多様な関係者・団体の合
意形成のあり方を、国の制度として検討する必要がある。また、制度化にあ
たっては、今までの経験や今後おこりうるさまざまな可能性をふまえて、「介
入」の程度をどう考えていくべきかという条件を検討することも必要であろう。
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個々の流域の流域政府で大きな政府の介入の条件が検討されることで、補完性
の原理の「本質を争われる」性質が、日本で成熟していく。また、広域連合に
は課税権がない。広域連合への課税権を付与できるよう、地方自治法のさらな
る改正も求められよう。
　なお、筆者の質問票調査結果の共通設問の回答結果に「国の制度化を望む」
という声もあることは、前述した新藤（2002）が提案する「自治体間の協議
システム」はむずかしいということを示唆しているようにも思われる。
　流域政府を考えるうえで、都市中小河川である、利水が限定されているなど
の現実があるにせよ、鶴見川流域の総合治水の政策実践はおおいに参考にされ
るべきだと思われる。とくに鶴見川流域においては権限・財源もある政令市が
２つあるため、基礎自治体に権限・財源が委譲されたらどのようになるのかと
いう状況を類推しやすい。この意味でも鶴見川流域の政策実践は先行事例とす
ることができるのである。
（謝辞）本稿は 2009年度の環境・経済政策学会での報告、博士論文の内容の
一部を加筆修正したものである。学会でコメントいただいた先生方、論文をご
指導・審査いただいた先生方に心より感謝申し上げます。
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